
  

平成２０年度当初予算のポイント 

平  成  ２０ 年  ２  月 
和 歌 山 県 財 政 課 



  

 １．全 体 像 

予算規模 

 

   歳 出  ５，１１２億円 
  （対前年度△６７億円、△１．３％） 
  歳 入  ５，０５０億円 
    ※県債管理基金繰入金（６２億円）を除く 

   

 

  

収支不足額 
  歳出歳入差引 ６２億円 
       （前年度１５１億円） 
 
 県債管理基金の取り崩しにより補てん 
   
         財政調整基金残高（⑳末見込）  ４０億円 
         県債管理基金残高（⑳末見込） １１１億円 
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予算規模の推移

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、 
   端数において合計とは一致しない場合がある。 

５年連続で 
     マイナス 

１ 

※【収支不足】 歳出額マイナス歳入額のことであり、財源が不足する状態をいう。  
          当該不足額の補てんに財政調整基金・県債管理基金を活用する。 



  

２．歳入のポイント 
 ・自主財源 ２，０６４億円（対前年度△１０５億円、構成比４０．４％＜⑲４１．９％＞） 
   県      税 １，０５８億円（対前年度＋４１億円、＋４．０％） 
   諸  収  入     ５７３億円（対前年度△４２億円、△６．９％） など 

 ・依存財源 ３，０４８億円（対前年度＋３８億円、構成比５９．６％＜⑲５８．１％＞） 
   地方交付税  １，５４４億円（対前年度＋１４億円、＋０．９％） 
   国庫支出金    ６８２億円（対前年度＋２億円、＋０．２％） 

   県    債      ７８１億円（対前年度＋１６億円、＋２．１％） など 
             ※うち臨時財政対策債 ２２０億円（対前年度＋３９億円、＋２１．５％）                    

（１）県税収入 
  １，０５８億円（⑲１，０１７億円、＋４１億円、＋４．０％） 
 

 主な税目の状況 
  ・個人県民税   ３０６億円（⑲２９１億円、＋１５億円、＋５．２％） 
  ・法人二税     ３２５億円（⑲２９８億円、＋２７億円、＋９．０％） 
  ・自動車税     １２５億円（⑲１２８億円、 △３億円、△２．７％） 
  ・地方消費税    １３３億円（⑲１３３億円、 ＋０億円、＋０．１％） 
 ※制度改正に伴う影響額 ＋９億円 
    ・所得税から住民税への税源移譲の影響額  ＋１７億円 
    ・法人の設備投資に係る減価償却制度見直し  △８億円 138
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県税収入予算額の推移
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（２）地方交付税等 
 １，７６４億円（⑲１，７１１億円、＋５３億円、＋３．１％） 
    地方交付税  １，５４４億円 
                          （⑲１，５３０億円、＋１４億円、＋０．９％） 
   臨時財政対策債   ２２０億円 
          （⑲１８１億円、＋３９億円、＋２１．５％） 
 ※ 地方再生対策費の創設に伴う増 ３０億円程度 
          （国に対し地方税財源拡充を働き掛けた結果） 
 

  
 （３）県債 
  ７８１億円（⑲７６５億円、＋１６億円、＋２．１％） 
     うち 臨時財政対策債 ２２０億円 
        退職手当債 １２０億円 
           （⑲１３５億円、△１５億円、△１１．１％） 
         行政改革等推進債 ５７億円 
            （ ⑲５０億円、＋７億円、＋１４．０％）  
 

                県債依存度１５．３％（⑲１４．８％、＋０．５％) 
    <参考> 地方財政計画の地方債依存度 約１１．５％ 

 ※ 臨時財政対策債を除く発行額は５６１億円 
      県債依存度１１．０％（⑲１１．３％、△０．３％） 

1637

286

1649

222

1600

200

1530

181

1544

220

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

（億円）

H16 H17 H18 H19 H20

地方交付税及び臨時財政対策債の状況
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県債発行額の状況
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４ 

（５）基金繰入金 
  １３２億円（⑲２２２億円、△９０億円、△４０．８％） 
  主な基金の繰入額 
     ・県庁舎及び議会棟等整備基金 ７億円 
                    （⑲９億円、△２億円） 
   ・福祉対策等基金 ２３億円 
                    （⑲２９億円、△６億円）                          
   ・産業開発基金  １２億円  （⑲５億円、＋７億円） 
   ・財政調整基金        －    （⑲６１億円、皆減）  
   ・県債管理基金    ６２億円  （⑲９０億円、△２８億円） 

（４）県債残高 
 ⑳末残高（見込）８，１５９億円 
 （⑲末残高（見込）７，９００億円、＋２５９億円） 
 

 ※ 平成１８年度以降、臨時的に退職手当債や行政
改革等推進債を発行。 

 

 ※平成１３年度から発行している臨時財政対策債の
残高が多額。 

１５１ ６２ ２１１ ３４１ 計 

１１１ ６２  １７２ ２４０ 県債管理基金 

 ４０ －  ３９ １０１ 財政調整基金 

⑳末 

見込 
⑳取崩 

⑲末 

見込 

⑱末 

残高 

 

 基金残高（一般会計所管の基金総額見込） 
 ⑲末 ６５４億円  ⇒ ⑳末 ５５１億円 

※ 財政調整基金及び県債管理基金の状況 （単位：億円） 
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 ・義務的経費 ２，３８６億円（対前年度△３５億円、△１．４％、構成比４６．７％） 
   人件費 １，６１７億円（対前年度△４９億円、△３．０％） 
           ※経常人件費（一般職） １，３７１億円（対前年度△２７億円、△１．９％）   

   公債費   ６５９億円（対前年度＋９億円、＋１．３％） 
   扶助費   １１０億円（対前年度 ＋６億円、＋６．１％） 
 ・政策的経費 ２，７２６億円（対前年度△３３億円、△１．２％、構成比５３．３％） 
   投資的経費 １，０７８億円（対前年度△６億円、△０．６％） 
   そ の 他  １，６４８億円（対前年度△２７億円、△１．５％）   

３．歳出のポイント 
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平成１６年度に比べ、 

 人件費を 
  １１３億円縮減 
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（１）人件費 

  経常人件費（一般職） １，３７１億円（⑲１，３９８億円、△２７億円、△１．９％） 
  ※給与カットの継続により、１０億円の人件費抑制効果を見込む 
     （知事等△６％、管理職△２％、一般△１％）  

  退職手当 ２１０億円（⑲２３２億円、△２２億円、△９．４％） 
         定年退職者数 ４９３人（⑲５３１人、△３８人） 
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（２）公債費 
  ６５９億円（⑲６５０億円、＋９億円、＋１．３％） 
 
 

 ※ 平成１９年度において、決算剰余金処分等による県債 
        の繰上償還を実施 

（３）投資的経費 

  １，０７８億円（⑲１，０８４億円、△６億円、△０．６％） 

  うち普通建設補助 ６１３億円 
                                   （⑲６０８億円、＋５億円、＋０．８％） 
    農業活性化支援         ＋１０億円 

    経営構造対策            △４億円 
     ※ ⑳国予算における公共事業関係費 対前年度△３．１％  

  うち普通建設単独 ２５８億円 
                                         (⑲２６６億円、△８億円、△３．３％） 
    総合防災情報システム整備  △１８億円、 

          医科大学教育棟整備         ＋７億円、 
    橋本隅田用地共同開発      ＋２億円    など                                                                                     
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（４）その他 

  １，６４８億円（⑲１，６７５億円、△２７億円、△１．５％） 
 

  主な増減要因 

      ○中小企業融資制度実施         △４５億円    ○企業立地促進対策助成      ＋７億円 

     ○後期高齢者医療制度関係        ＋２７億円     ○参議院通常選挙執行       △７億円    

     ○国民健康保険制度関係          △７億円    ○県議会議員一般選挙執行    △６億円 

                                                                  など  

８ 

持続可能な財政構造への転換が必要 
      

本予算で収支不足を８９億円圧縮 
 

  なお６２億円の収支不足額が存在 
 

更なる財政健全化に向けた取組を進める必要 
 

※財政健全化の今後の指針となる「新行財政改革推進プラン（仮称）」を２０年３月に策定予定 

しかし、 

そこで、 


